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運用報告書（全体版） 
 

作成対象期間 

第９期(2014年１月１日～2014年12月31日) 

 

 

 

受益者の皆様へ 

 

平素より格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、プラチナ・トラスト－ＳＭＢＣフレンド・ＢＮＰパリバ 早期償還条項付 償還時豪

ドル建元本確保型ファンド06－11（日経平均連動分配型）（以下｢ファンド｣といいます。）は、

このたび、第９期の決算を行いました。 

ここに、運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

   
 

 

 

  



 

ファンドの仕組みは以下のとおりです。 
 

フ ァ ン ド 形 態 ケイマン籍オープン・エンド契約型公募外国投資信託 

信 託 期 間 

プラチナ・トラストは、有価証券報告書「ファンドの解散」に定めるいずれかの

方法により終了しない限り、信託証書の日付から150年間継続します。なお、ファ

ンドの満期償還日は、平成28年12月20日です。 

早 期 償 還 

収益分配計算日において、早期償還事由が発生している場合、管理会社は、早期

償還日に、受益証券の券面の100％で受益証券のすべてを償還し、関連する収益分

配日に関する最終的な収益分配金を支払うものとします。 

「早期償還事由」とは、ある収益分配計算日に（ｉ）関係する収益分配日に関し

て収益分配金が支払われることが決定し、かつ（ⅱ）（ａ）かかる収益分配日に

関する収益分配金と（ｂ）それまでに支払われた（収益分配金に賦課される税金

を控除する前の）すべての収益分配金の百分率で表示された受益証券の一券面当

たり合計額がターゲット水準以上に達することをいいます。 

設定時において、ターゲット水準は19％に設定されました。 

運 用 方 針 

満期償還日における豪ドル建ての投資元本を確保しつつ、四半期毎に投資家に対

して日経平均のパフォーマンスに連動した収益分配金を受領する機会を提供する

ことです。 

主 要 投 資 対 象 豪ドル建ての日経平均連動社債 

ファンドの運用方法 
（ｉ）元本確保契約を通じてBNPパリバ銀行から元本確保を取得し、（ⅱ）日経平

均連動社債に投資します。 

主 な 投 資 制 限 

（ⅰ） ファンドの投資対象は、以下の資産に限定されます。 

（ａ）日経平均連動社債 

（ｂ）現金 

（ｃ）元本確保契約 

（ⅱ）ファンドは、（ⅰ）いかなる種類の株式または出資への投資も行わず、ま

た（ⅱ）株式に投資する契約型投資信託の証券および会社型投資信託の株

式を含む投資信託の株式または受益証券に投資を行いません。 

分 配 方 針 

毎年の３月13日、６月13日、９月13日および12月13日の各収益分配計算日に、管

理会社は（四半期に一度）関係する収益分配日に、ファンドが投資した日経平均

連動社債と同じ月の社債変動金利に相当する額を収益分配金として受益者に支払

うことを宣言する予定です。 

社債変動金利の額は、参照日（当該収益分配計算日を含む月の１日）に、日経平

均の当初日経平均から参照日の日経平均の終値までの上昇率に日経平均連動社債

の額面を乗じて４で除した金額について、日経平均連動社債の基準通貨である豪

ドル建てで算定されます（下限はゼロ）。参照日の日経平均の終値が当初日経平

均以下になった場合には、社債変動金利が支払われないため、収益分配金も支払

われないことになります。 

当初日経平均は、社債取得日（同日を含みます。）から始まる３連続取引所営業

日中の日経平均の終値の平均16,224.10で決定されました。 
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Ⅰ．当期の運用の経過および今後の運用方針 
 

■当期の１口当たり純資産価格等の推移 
 

  純資産総額（右軸）   １口当たり純資産価格（左軸）

  分配金再投資１口当たり純資産価格（注３）（左軸） 

 

 

１口当たり純資産価格 

第８期末 996.21豪ドル

第９期末 1,036.49豪ドル

（１口当たり分配金） (21.05豪ドル)

騰 落 率 6.16％

 

１口当たり純資産価格の主な変動要因 

後記「投資環境について」をご参照ください。
 

（注１） 騰落率は、税引前の分配金を分配時に再投資したものとみなして計算しています。以下同じです。 

（注２） １口当たり分配金は、税引前の分配金額を記載しています。以下同じです。 

（注３） 分配金再投資１口当たり純資産価格は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出したもので、

ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。以下同じです。 

（注４） 分配金再投資１口当たり純資産価格は、第８期末の１口当たり純資産価格を起点として計算しています。 

（注５） ファンドにおいて、分配金の再投資は行っていません。また、ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、

お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注６） ファンドにベンチマークは設定されていません。 

 

■分配金について 
 
当期（2014年１月１日～2014年12月末日）の１口当たり分配金（税引前）は下表のとおりです。なお、

下表の「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」は、当該分配落日における１口当たり分配金と
比較する目的で、便宜上算出しているものです。ただし、ファンドの評価日は各月の最終営業日のみで
あるため、「１口当たり純資産価格」には、各分配落日の属する月の評価日である各月末の１口当たり
純資産価格を記載しています。したがって、「対１口当たり純資産価格比率」および「分配金を含む１
口当たり純資産価格の変動額」は、便宜上、当該各月末の１口当たり純資産価格をもとに計算したもの
です。 
 

分配落日（注１） 分配落日の月末 １口当たり純資産価格
１口当たり分配金（注１） 

（対１口当たり純資産価格比率）

分配金を含む１口当たり

純資産価格の変動額 

2014年３月13日 2014年３月末日 
955.21豪ドル 0.00豪ドル －41.00 豪ドル 

 ( 0.00％)   

2014年６月13日 2014年６月末日 
959.70豪ドル 0.00豪ドル 4.49 豪ドル 

 ( 0.00％)   

2014年９月13日 2014年９月末日 
997.80豪ドル 0.00豪ドル 38.10 豪ドル 

 ( 0.00％)   

2014年12月15日 2014年12月末日 
1,036.49豪ドル 21.05豪ドル 59.74 豪ドル 

 ( 1.99％)   

（注１）「１口当たり分配金」には各分配落日における１口当たりの分配金額を記載しています。ただし、当期の2014年３月、
６月、９月においては分配が行われなかったため、「分配落日」には、便宜上、分配が予定されていた３月、６月、９
月の各13日を記載しています。 

（注２） ｢対１口当たり純資産価格比率｣とは、以下の計算式により算出される値であり、ファンドの収益率とは異なる点にご留
意ください。 
対１口当たり純資産価格比率（％）＝100×a／b 
a＝当該分配落日における１口当たり分配金 
b＝当該分配落日の月末における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金 

（注３） ｢分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額｣とは、以下の計算式により算出されます。 
分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額＝b－c 
b＝当該分配落日の月末における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金 
c＝当該分配落日の直前の分配落日の月末における１口当たり純資産価格 

（注４）2014年３月末日における「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」は、2013年12月末日の１口当たり純資産価格
996.21豪ドルからの変動額を記載しています。    
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■投資環境について 
 

ファンドの受益証券１口当たり純資産価格は、日経平均のパフォーマンスおよび豪ドル建て金利の影

響を受けました。当期の日経平均および豪ドル金利の推移は、以下のとおりです。 
 

１、日経平均の推移  出典：ブルームバーグ 

 
２、豪ドル金利の推移（10年スワップレート）  出典：ブルームバーグ 
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■ポートフォリオについて 
 

ファンドは、ファンドの資産のほぼすべてについて豪ドル建ての日経平均連動社債への投資を継続し

ました。 
 

 

 

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 
 

当期末現在、ファンドは豪ドル建ての日経平均連動社債に投資しています。詳細は、後記「Ⅲ．ファ

ンドの経理状況 財務諸表 （３）投資有価証券明細表等」をご参照ください。 
 

 

 

■今後の運用方針 
 

ファンドは、引き続き、ファンドの資産のほぼすべてについて豪ドル建ての日経平均連動社債への投

資を継続します。 
 

 

 

■費用の明細 
 

項目 項目の概要 

管理報酬 発行済受益証券の額面金額の年率0.10％ 
ファンド資産の運用管理ならびに受益証券
の発行および買戻し業務 

受託報酬 発行済受益証券の額面金額の年率0.025％ 
信託証書に基づく管理会社に対するファン
ドの受託業務 

販売報酬 発行済受益証券の額面金額の年率0.15％ 
受益証券の日本における販売および買戻し
業務 

代行協会員報酬 発行済受益証券の額面金額の年率0.05％ 代行協会員業務 

管理事務代行報酬 

発行済受益証券の額面金額 料率 管理事務代行業務 

最初の１億5,000万豪ドル 年率0.10％ 

次の１億5,000万豪ドル 年率0.04％ 

３億豪ドル以上の部分 年率0.02％ 

その他の費用（当期） 0.01％ － 

（注） 各報酬は、有価証券報告書に記載されている料率です。「その他の費用（当期）」には運用状況等により変動するものや

実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をファンドの当期末の純資産総額で除して100を乗じた

比率を表示していますが、実際の比率とは異なります。 
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Ⅱ．設定来の運用実績 

① 純資産の推移 

第９会計年度中における各月末および下記の各会計年度末の純資産の推移は、以下のとおりです。 

 
純資産総額 １口当たり純資産価格 

千豪ドル 百万円 豪ドル 円 

第１会計年度末 

（平成18年12月末日） 
139,880 13,349 1,047.45 99,958 

第２会計年度末 

（平成19年12月末日） 
75,192 7,176 840.26 80,186 

第３会計年度末 

（平成20年12月末日） 
40,668 3,881 817.38 78,003 

第４会計年度末 

（平成21年12月末日） 
22,232 2,122 684.35 65,308 

第５会計年度末 

（平成22年12月末日） 
16,411 1,566 660.16 62,999 

第６会計年度末 

（平成23年12月末日） 
12,174 1,162 708.56 67,618 

第７会計年度末 

（平成24年12月末日） 
10,764 1,027 836.04 79,783 

第８会計年度末 

（平成25年12月末日） 
9,830 938 996.21 95,068 

第９会計年度末 

（平成26年12月末日） 
8,123 775 1,036.49 98,912 

平成26年 １月末日 9,461 903 958.85 91,503 

 ２月末日 9,249 883 958.19 91,440 

 ３月末日 9,182 876 955.21 91,156 

 ４月末日 8,962 855 940.35 89,738 

 ５月末日 8,660 826 947.09 90,381 

 ６月末日 8,463 808 959.70 91,584 

 ７月末日 8,561 817 977.64 93,296 

 ８月末日 8,392 801 967.10 92,290 

 ９月末日 8,540 815 997.80 95,220 

 10月末日 8,412 803 1,010.24 96,407 

 11月末日 8,659 826 1,050.30 100,230 

 12月末日 8,123 775 1,036.49 98,912 

（注）豪ドルの円換算額は、便宜上、平成27年４月30日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１

豪ドル＝95.43円）によります。以下同じです。 
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② 分配の推移 

下記の各会計年度および第９会計年度中に支払われた分配金の推移は、以下のとおりです。 

 
１口当たり分配金 

豪ドル 円 

第１会計年度 

（平成18年11月29日～平成18年12月31日） 
－ － 

第２会計年度 

（平成19年１月１日～平成19年12月31日） 
50.31 4,801 

第３会計年度 

（平成20年１月１日～平成20年12月31日） 
 0.00 0 

第４会計年度 

（平成21年１月１日～平成21年12月31日） 
 0.00 0 

第５会計年度 

（平成22年１月１日～平成22年12月31日） 
 0.00 0 

第６会計年度 

（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 
 0.00 0 

第７会計年度 

（平成24年１月１日～平成24年12月31日） 
 0.00 0 

第８会計年度 

（平成25年１月１日～平成25年12月31日） 
 0.00 0 

第９会計年度 

（平成26年１月１日～平成26年12月31日） 
21.05 2,009 

平成26年 １月 － － 

 ２月 － － 

 ３月  0.00 0 

 ４月 － － 

 ５月 － － 

 ６月  0.00 0 

 ７月 － － 

 ８月 － － 

 ９月  0.00 0 

 10月 － － 

 11月 － － 

 12月  21.05 2,009 
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③ 販売及び買戻しの実績 

下記の各会計年度における販売および買戻しの実績ならびに下記の各会計年度末現在の発行済

口数は、以下のとおりです。 

期間 
販売口数 

（口） 

買戻口数 

（口） 

発行済口数 

（口） 

第１会計年度 

（平成18年11月29日～平成18年12月31日） 

133,544 

（133,544） 

0 

（0） 

133,544 

（133,544） 

第２会計年度 

（平成19年１月１日～平成19年12月31日） 

0 

（0） 

44,058 

（44,058） 

89,486 

（89,486） 

第３会計年度 

（平成20年１月１日～平成20年12月31日） 

0 

（0） 

39,732 

（39,732） 

49,754 

（49,754） 

第４会計年度 

（平成21年１月１日～平成21年12月31日） 

0 

（0） 

17,268 

（17,268） 

32,486 

（32,486） 

第５会計年度 

（平成22年１月１日～平成22年12月31日） 

0 

（0） 

7,627 

（7,627） 

24,859 

（24,859） 

第６会計年度 

（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

0 

（0） 

7,678 

（7,678） 

17,181 

（17,181） 

第７会計年度 

（平成24年１月１日～平成24年12月31日） 

0 

（0） 

4,306 

（4,306） 

12,875 

（12,875） 

第８会計年度 

（平成25年１月１日～平成25年12月31日） 

0 

（0） 

3,008 

（3,008） 

9,867 

（9,867） 

第９会計年度 

（平成26年１月１日～平成26年12月31日） 

0 

（0） 

2,030 

（2,030） 

7,837 

（7,837） 

（注１）（ ）内の数は本邦内における販売・買戻および発行済口数です。 

（注２）第１会計年度の販売口数には、当初募集期間中の販売口数が含まれます。 
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Ⅲ．ファンドの経理状況 

 

ａ． ファンドの直近会計年度の日本文の財務書類は、ルクセンブルグにおける諸法令および一般に認

められた会計原則に準拠して作成された原文の財務書類を翻訳したものである。これは、「特定有

価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則」第131条第５項ただし書の規定の適用によるものである（ただし、円換算部分を除く。）。 

 

ｂ． ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条

の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）であるプライスウォーターハウスクーパース ケ

イマン諸島から監査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認

められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含む。）が当該財務書類に添付されている。 

 

ｃ． ファンドの原文の財務書類は豪ドルで表示されている。日本文の財務書類には、主要な金額につ

いて円換算額が併記されている。日本円への換算には平成27年４月30日現在における株式会社三菱

東京UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１豪ドル＝95.43円）が使用されている。なお、千円未

満の金額は四捨五入されている。 
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独立監査人の監査報告書 

 

プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファン

ド06－11（日経平均連動分配型）の受託会社としてのBNPパリバ・バンク・アンド・トラスト・ケイマ

ン・リミテッド御中 

 

我々は、プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確

保型ファンド06－11（日経平均連動分配型）（以下「ファンド」という。）の、2014年12月31日現在の

純資産計算書、投資有価証券明細表および純資産の概要ならびに同日に終了した年度の運用および純資

産変動計算書、ならびに重要な会計方針の概要およびその他の説明情報から構成される注記から構成さ

れる財務書類について監査を実施した。 

 

 

管理会社の財務書類に対する責任 

管理会社は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用される一般に公正妥当と認められた会計原則に

準拠して真実かつ公正に表示された財務書類の作成、および不正によるか誤謬によるかを問わず重大な

虚偽記載がない財務書類の作成に必要であると管理会社が判断する内部統制に責任を負っている。 

 

 

監査人の責任 

我々の責任は、我々の監査に基づいて、当該財務書類に対する意見を表明することである。我々は、

国際監査基準に準拠して監査を実施した。当該基準は、関連する倫理規定を遵守することならびに財務

書類に重要な虚偽記載のないことの合理的な確証を得るための監査計画の立案とその実施を我々に要

求している。 

 

監査は、財務書類中の金額および開示事項を裏付ける監査証拠を入手するための手続の実施を含んで

いる。当該手続は、不正または誤謬による財務書類における重要な虚偽記載のリスク評価を含む監査人

の判断によって選定される。監査人は当該リスク評価を行うに当たって、真実かつ公正な概観を与える

財務書類の作成に関連するファンドの内部統制について検討する。これは、状況に適した監査手続を設

計するためであって、ファンドの内部統制の有効性に意見を表明するためではない。監査はまた、ファ

ンドの管理会社により採用された会計方針の適正性および会計見積りの合理性の評価とともに、財務書

類の全体的な表示に関する評価も含んでいる。 

 

我々は、我々が入手した監査証拠は、我々の監査意見の基礎を提供するに十分かつ適切であると確信

している。 

 

 

意見 

我々は、本財務書類は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用される一般に公正妥当と認められた

会計原則に準拠して、2014年12月31日現在のプラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償

還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド06－11（日経平均連動分配型）の財政状態ならびに同日

に終了した年度における運用成績および純資産の変動を真実かつ公正に表示しているものと認める。 

 

 

〔署  名〕 

プライスウォーターハウスクーパース 

2015年６月12日 
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財務諸表 

（１）貸借対照表 

 

プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付  

償還時豪ドル建元本確保型ファンド06-11（日経平均連動分配型） 

純資産計算書 

2014年12月31日現在 

 

注記 （豪ドル） （千円） 

資産 

投資有価証券取得原価 7,958,000.00 759,432

投資有価証券未実現評価益 269,776.20 25,745

投資有価証券時価 2.2 8,227,776.20 785,177

銀行預金 2.3,11 29,279.87 2,794

資産合計 8,257,056.07 787,971

     

負債 

未払買戻金 125,415.29 11,968

未払費用 8,680.62 828

負債合計 134,095.91 12,797

     

期末純資産 8,122,960.16 775,174

     

期末発行済受益証券口数 7,837 口 

     

受益証券１口当たり純資産価格 1,036.49 98,912 円 

 

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。   
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（２）損益計算書 

 

プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付  

償還時豪ドル建元本確保型ファンド06-11（日経平均連動分配型） 

運用および純資産変動計算書 

2014年12月31日終了年度 

 

注記 （豪ドル） （千円) 

収益 

日経平均連動社債にかかる利息 2.4,12 204,910.26 19,555

収益合計 204,910.26 19,555

     

費用 

販売報酬 4 13,390.78 1,278

管理報酬 3 8,927.17 852

管理事務代行報酬 5 8,927.17 852

代行協会員報酬 9 4,463.61 426

受託報酬 8 2,231.78 213

その他の費用 458.19 44

費用合計 38,398.70 3,664

投資からの純利益 166,511.56 15,890

     

投資有価証券にかかる実現純利益／（損失） 2.6 (52,051.20) (4,967)

未実現評価益／（評価損）の変動控除前純損益 114,460.36 10,923

     

投資有価証券にかかる未実現純評価益／ 

（評価損）の変動 332,925.00 31,771

運用による純資産の純増加 447,385.36 42,694

     

期首純資産 9,829,606.98 938,039

分配金 13 (167,515.90) (15,986)

買戻し (1,986,516.28) (189,573)

期末純資産 8,122,960.16 775,174

      

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。   
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プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付  

償還時豪ドル建元本確保型ファンド06-11（日経平均連動分配型） 

統計表（未監査） 

 

（豪ドル） （千円) 

純資産 

2012年12月31日 10,763,985.49 1,027,207

2013年12月31日 9,829,606.98 938,039

2014年12月31日 8,122,960.16 775,174

   

受益証券１口当たり純資産価格 

2012年12月31日 836.04 79,783 円 

2013年12月31日 996.21 95,068 円 

2014年12月31日 1,036.49 98,912 円   
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プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付 

償還時豪ドル建元本確保型ファンド06－11（日経平均連動分配型） 

財務書類に対する注記 

2014年12月31日現在 

 

注記１ 概要 

プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型フ

ァンド06－11（日経平均連動分配型）（以下「ファンド」という。）は、プラチナ・トラストのサブ・

ファンドである。プラチナ・トラストは、2006年10月６日付の信託証書補遺（以下「信託証書補遺」

という。）によって改訂された2005年３月30日付の信託証書（以下「信託証書」という。）に基づい

て設立された、ケイマン諸島におけるユニット・トラストである。ファンドは、2006年11月29日に設

定された。 

プラチナ・トラスト（以下「トラスト」という。）は、ケイマン諸島の信託法（改訂済）に基づき、

BNPパリバ・バンク・アンド・トラスト・ケイマン・リミテッド（以下「受託会社」という。）およ

びパルカディア・アセット・マネジメント・エス・エイの間で締結された2005年３月30日付の信託証

書（以下「信託証書」という。）に基づいて、専門的に運用されるユニット・トラストとして設立さ

れた。ファンドは、ケイマン諸島の金融庁に登録されている。ファンドは、信託証書補遺に従ってフ

ァンドの期間が延長されない限り、または（他の解散事由の中で）受益者の持分の少なくとも過半数

の承認により解散するという信託証書の規定に従ってそれ以前にファンドが解散されない限り、2016

年12月20日に終了する。 

ファンドの投資目的は、投資家に対して、満期償還日における豪ドル建ての投資元本を確保しつつ、

四半期毎に投資家に対して日経225平均株価指数（以下「日経平均」という。）のパフォーマンスに

連動した収益分配金を受領する機会を提供することである。 

管理会社は、実質的にすべてのファンド資産を、ファンドの単独の資産となるBNPパリバ銀行によ

って発行された日経平均連動社債に投資することにより、またBNPパリバ銀行による元本確保（以下

「元本確保契約」という。）を取得することにより、投資目的を達成することを意図している。元本

確保契約は、最終償還日においてのみ有効である。 

 

注記２ 重要な会計方針の概要 

本財務書類は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用される一般に公正妥当と認められた会計原

則に準拠して作成された。 

ファンドの重要な会計方針の概要は、以下のとおりである。 

 

2.1 外貨換算 

本財務書類は、豪ドルで表示されており、会計帳簿は豪ドルで記録されている。 

豪ドル以外の通貨建ての資産および負債は、期末日における実勢為替レートに基づいて、豪ドルに

換算される。豪ドル以外の通貨建ての収益および費用は、取引日における実勢為替レートに基づいて、

豪ドルに換算される。 

この結果生じる為替差損益は、運用および純資産変動計算書に計上される。 
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2.2 投資有価証券 

日経平均連動社債の時価は、比較可能な最近の商慣習上の取引、割引キャッシュ・フロー分析、オ

プション・プライシング・モデルおよび市場参加者が通常用いているその他の評価手法を含む評価手

法を用いて決定される。時価の決定に用いられた手法は、当該手法が開発された分野から独立した有

識者によって確認および定期的な検討が行われる。 

 

2.3 現金および現金等価物 

現金およびその他の流動資産は、額面金額に経過利息を伴って評価される。 

 

2.4 利息 

利息は、発生主義で認識される。経過利息は、2014年12月31日現在の投資有価証券の時価に含まれ

る。受領した利息は、収益として運用および純資産変動計算書に計上される。 

 

2.5 費用 

費用は発生主義で計上される。費用は、有価証券の取得原価に含まれている投資有価証券取得費用

を除いて、運用および純資産変動計算書に計上されている。投資有価証券の売却により生じた費用は、

売却受取額から控除されている。 

 

2.6 認識 

ファンドは、投資有価証券を、購入契約締結日（以下「取引日」という。）に認識する。当該日以

降に資産または負債の時価の変動から生じる損益は、運用および純資産変動計算書に計上される。投

資有価証券売却実現損益は、平均原価法に基づいて決定される。 

 

注記３ 管理報酬 

管理会社は、弁護士報酬、監査費用および印刷費用を含む、ファンドの当初募集、ファンドの監査

および継続開示に関連するその他すべての費用・経費について、その受領した報酬の中から支払う。

下記以外の追加的な報酬、経費および費用がファンドに課せられることはない。 

ファンドは、発行済受益証券の額面金額に対して年率0.10％で計算される管理報酬を支払う。かか

る報酬は、毎月発生し、管理会社に四半期毎に後払いされる。各受益証券に関しては、投資元本とは、

当該受益証券の投資元本価額（1,000豪ドル）をいう。 

 

注記４ 販売報酬 

ファンドは、販売会社に対し、発行済受益証券の額面金額に対して年率0.15％で計算され、毎月発

生し、四半期毎に後払いされる報酬を支払う。   
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注記５ 管理事務代行報酬 

ファンドは、管理事務代行会社に対し、以下の年率に基づいて毎月決定され、発行済受益証券の額

面金額に基づいて計算される報酬を支払う。 

 

発行済受益証券の額面金額 発行済受益証券の額面金額に対する料率 

最初の１億5000万豪ドル 年率0.10％ 

次の１億5000万豪ドル 年率0.04％ 

３億豪ドル以上の部分 年率0.02％ 

 

かかる報酬は、毎月発生し、四半期毎に後払いで支払われる。 

 

注記６ 登録・名義書換事務代行報酬 

BNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルクセンブルグ支店は、登録・名義書換事務代行会

社である。登録・名義書換事務代行会社は、ファンドの受益者名簿の維持管理および受益証券譲渡の

対応、申込みまたは買戻請求処理、受益者との連絡、買戻金支払の取扱いに責任を負い、詳細は、2005

年３月30日付で登録・名義書換事務代行会社およびファンドの間で締結された登録・名義書換事務代

行契約（以下「登録・名義書換事務代行契約」という。）に記載されており、すべてのプラチナ・シ

リーズ・トラストに適用される。 

登録・名義書換事務代行報酬は、管理事務代行会社が負担する。 

 

注記７ 保管報酬 

BNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルクセンブルグ支店は、ファンドの保管会社である。 

保管会社は、ファンドの資産の保管に責任を負う。保管会社はまた、ファンドの代理として支払に

対応し、詳細は2005年３月30日付の保管契約（以下「保管契約」という。）に記載されており、すべ

てのプラチナ・シリーズ・トラストに適用される。 

保管報酬は、管理事務代行会社が負担する。 

 

注記８ 受託報酬 

ファンドは、受託会社に対し、毎月決定され、発行済受益証券の額面金額に対して年率0.025％で

計算される報酬を支払う。 

 

注記９ 代行協会員報酬 

ファンドは、代行協会員に対し、発行済受益証券の額面金額に対して年率0.05％で計算され、毎月

発生し、四半期毎に後払いされる報酬を支払う。 

 

注記10 元本確保提供会社報酬 

元本確保提供会社に対する報酬は、日経平均連動社債の費用に含まれ、追加的報酬がファンドに課

されることはない。 
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注記11 銀行預金 

2014年12月31日現在、29,279.87豪ドルの現金がBNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルク

センブルグ支店において保有されている。 

 

注記12 日経平均連動社債にかかる利息 

日経平均連動社債の所持人であるファンドは、定期的に固定金利を受領する権利を有する。日経平

均連動社債の所持人は、日経平均のパフォーマンスに応じて、追加的に、日経平均に連動した変動金

利を受領することができる。 

 

注記13 収益分配金 

四半期毎の分配金は、日経平均の上昇に基づいて支払われる予定である。毎年の３月13日、６月13

日、９月13日および12月13日の各収益分配計算日に、管理会社はファンドが投資した日経平均連動社

債が同じ月に支払う社債変動金利に相当する額を収益分配金として受益者に支払うことを宣言する

ことができる。 

2014年12月31日に終了した年度に、受益者に対し、下記の分配金が支払われた。 

 

分配金落ち日 通貨 分配金 受益証券１口当たり分配金 

2014 年 12 月 15 日 豪ドル 167,515.90 21.050000 

 

注記14 税金 

居住国の税法の下で、受益証券の売却または償還による損益を含むファンドへの投資による損益、

および源泉徴収税またはファンドが受領した利息もしくは受取配当、もしくはファンドにより実現さ

れた利益に対して課されるその他の税金による影響（もしあれば）について、投資予定者は自身の税

務顧問に相談することを推奨されている。 

ケイマン諸島の政府によってファンドに課された所得税またはキャピタル・ゲイン税はない。その

結果、本財務書類において租税債務または租税費用は計上されていない。   
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（３）投資有価証券明細表等 

 

プラチナ・トラスト－SMBCフレンド・BNPパリバ 早期償還条項付  

償還時豪ドル建元本確保型ファンド06-11（日経平均連動分配型） 

投資有価証券明細表 

2014年12月31日現在 

 

数量／ 銘柄 通貨 時価 純資産に 

額面金額 （豪ドル） 対する割合(％)

日経平均連動社債 

7,958,000 BNP Paribas Arbitrage Issuance 0.428％ 13/12/2016 豪ドル 8,227,776.20 101.29

日経平均連動社債合計 8,227,776.20 101.29

 

 

 

純資産の概要 

2014年12月31日現在 

 

純資産に 

（豪ドル） 対する割合(％)

投資有価証券合計 8,227,776.20 101.29

銀行預金 29,279.87 0.36

その他の資産および負債 (134,095.91) (1.65)

純資産総額 8,122,960.16 100.00

 

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。  
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Ⅳ．お知らせ 
 

運用報告書（全体版）について電磁的方法により提供するための所要の信託証書変更を行いました。 

 （変更適用日：平成27年７月15日） 

 

 


